（様式３）

下北圏域障害者就業・生活支援センター指定候補者募集
業務提案書


令和　　年　　月　　日


青森県知事　殿



法人等名称：
所　在　地：
代表者職氏名：
（担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　）


令和７年　　月　　日付け下北圏域障害者就業・生活支援センター指定候補者募集要領に基づく業務提案書を提出します。








（1）法人の概要

	法人名
	

	法人所在地
	〒


	設立年月日
	


	障害者雇用の状況
	法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数
	障害者の数
	実雇用率
	不足数

	
	
	
	
	

	主な事業
	

	センター
所在予定地
	



（2）支援対象となる障がい者を継続して確保できる見通し

	



（3）基礎訓練を行う併設施設・提携施設の確保の見通し

	




（4）地域の関係機関との連携状況

	



（5）事業の実施体制に係る計画

	



（6）職業訓練及び職場実習等の場の確保の見通し

	



（7）雇用の場の確保の見通し

	



（8） 地元自治体の関与の状況

	







（9）当該法人における障がい者の就業に関する支援活動の状況
① 過去３年間における就職者数及び職場実習件数

	
	令和４年度
（１～３月）
	令和５年度
（４～３月）
	令和６年度
（４～３月）
	令和７年度
（４～12月）
	計

	就職者数
	名
(　　名)
	名
(　　名)
	名
(　　名)
	名
(　　名)
	名
(　　名)

	職場実習件数
	件
(　　件)
	件
(　　件)
	件
(　　件)
	件
(　　件)
	件
(　　件)



注１）就職者数、職場実習件数のカウントに当たっては、別添の補足資料を踏まえること。

注２）他圏域の障害者就業・生活支援センター事業（雇用安定等事業）既受託法人にあっては、当該事業による実績を差し引くこと。

注３）就職者及び職場実習の実績については、参考資料として、就業（実習）先の業種・職種（職務）、就職時期（実習期間）等のリストを添付すること。なお、いずれも個人名、事業所名の記載は記号にすること。（作成例は別添の補足資料を参照。）

注４）法人の有する施設がセンターの活動予定地域以外にもある場合、センターの活動予定地域に所在する法人施設の実績のみを計上することとし、括弧（　　）内に法人全体の実績を計上すること。（注３のリストは、センターの活動予定地域に所在する法人施設の実績のみで可。）

② 今後３年間における就職者数及び職場実習件数の見込み
※活動を行う地域における今後の実績見込み

	
	令和７年度
（１～３月）
	令和８年度
（４～３月）
	令和９年度
（４～３月）
	令和10年度
（４～12月）
	計

	就職者数
	名
	名
	名
	名
	名

	職場実習件数
	件
	件
	件
	件
	件



注１）就職者数、職場実習件数のカウントに当たっては、別添の補足資料を踏まえること。

	





③ その他障がい者に対する就業支援の活動実績
ａ　ジョブコーチの配置状況等（それぞれ人数を記載）

訪問型ジョブコーチ（※）（　　）人（法人全体で）　
　　　　　　※障害者雇用安定助成金（障害者職場適応援助コース）の受給資格認定を受けている者
上記以外のジョブコーチ養成研修修了者（　　）人（法人全体で）

ｂ　障がい者の態様に応じた多様な委託訓練の受託実施の有無　（いずれかに○）

あり（　　）　　→令和７年度の訓練実施者数　　　人
なし（　　）




c　就労系障害福祉サービスの実施の有無　（実施しているものに○）
就労移行支援事業（　　）
就労定着支援事業（　　）

　  ｅその他

	



（10） 特記事項

	




